
設定した目標 設定の理由等 達成状況

1 小学校給食費補助

①食材費等の高騰により給食の量及び質の維持が困難と

なったことから、安全で安定した給食提供を継続できるよ

う、令和４年度から、給食費を１月当たり300円増額し

た。しかしながら、コロナ禍における物価高騰による各家

庭の生活状況を鑑みて、保護者の負担軽減のため、差額分

を市が補助するもの。

②給食の食材料費

③公立小学校へ通う児童の保護者（教職員を除く）

完了 24,050,460

給食費における保護

者負担増を０円とす

る。

新型コロナウイルス感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高

騰により、経済的な影響を受け

ている給食提供費用の給食費へ

の転嫁を抑えることで、児童を

持つ子育て世帯の家計支援に繋

げることから負担増の状況を成

果目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている児童を持つ子育

て世帯の家計支援に繋がったと考え

る。

学務課

2 私立幼稚園給食費補助

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う、食材費の

価格高騰の中においても、保護者負担を抑え、私立幼稚園

（新制度未移行幼稚園）の給食の質を担保することを目的

に、給食費の値上げ分に対して、支援するもの。

②給食費値上げ分

③給食費の値上げ対応している私立幼稚園（１園）に通う

児童の保護者

完了 26,000

給食費における保護

者負担増を０円とす

る。

新型コロナウイルス感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高

騰により、経済的な影響を受け

ている経済的な影響を受けてい

る市内民間保育所等の安定運営

及び給食費への転嫁を抑えたこ

とで、通園する保育園児を持つ

子育て世帯の家計支援に繋げる

ことから負担増の状況を成果目

標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている児童を持つ子育

て世帯の家計支援に繋がったと考え

る。

こども支援課

3 中学校給食費補助

①コロナ禍における物価高騰により給食の食材料費も上昇

している中で、保護者に給食費の負担増を求めることな

く、中学校給食の質や量を維持するため、食材費の一部を

補助するもの。

②給食の食材費

③公立中学校に通う生徒のうち、給食を利用する生徒の保

護者（教職員を除く）

完了 12,295,060

給食費における保護

者負担増を０円とす

る。

新型コロナウイルス感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高

騰により、経済的な影響を受け

ている給食提供費用の給食費へ

の転嫁を抑えることで、生徒を

持つ子育て世帯の家計支援に繋

げることから負担増の状況を成

果目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている生徒を持つ子育

て世帯の家計支援に繋がったと考え

る。

学務課

4
高齢者施設等物価高騰対応

支援事業

①介護保険サービス事業所等に対して、コロナ禍における

物価高騰分の支援のため交付することにより、介護保険

サービス事業所等の負担軽減及び経営悪化の未然防止、さ

らには利用者負担の増加を防ぐことで、高齢者福祉の向上

に資することを目的としている。

②食費、光熱費、燃料費

③市内の介護保険サービス事業所等

完了 35,436,000

309事業所に支援を行

うことによって、介

護保険サービス事業

所等の負担軽減及び

経営悪化の未然防

止、経営の適正化に

より高齢者福祉の向

上を望める

新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響に加え、原油価格

の高騰の状況下でも、介護保険

サービス施設の維持及び物価高

騰の影響を利用料金に転嫁させ

ないことが目的であることか

ら、市内の対象事業者への支援

率を成果目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている市内介護保険

サービス事業所の安定運営及び施設利

用料への転嫁を抑えたことで、施設利

用者世帯の家計支援に繋がったと考え

る。

介護保険課
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5
障害福祉サービス等事業所

支援補助

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰に直面する障害

福祉サービス等事業所に対して、物価高騰分の支援のため

交付することにより、障害福祉サービス等事業所の負担軽

減及び経営悪化の未然防止、さらには利用者負担の増加を

防ぐことで、障害者福祉の向上に資することを目的として

いる。

②　食費、光熱費、燃料費

③市内の障害福祉サービス等事業所

完了 14,490,000

158事業所に支援を行

うことによって、障

害福祉サービス等事

業所の負担軽減及び

経営悪化の未然防

止、経営の適正化に

よる障害者福祉の向

上

新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響に加え、原油価格

の高騰の状況下でも、障害福祉

サービス施設の維持及び物価高

騰の影響を利用料金に転嫁させ

ないことが目的であることか

ら、市内の対象事業者への支援

率を成果目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている市内障害福祉

サービス等事業所の安定運営及び施設

利用料への転嫁を抑えたことで、施設

利用者世帯の家計支援に繋がったと考

える。

障害福祉課

6 肥料等高騰支援補助

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、価格が高騰

した肥料及び重油の費用に対して、市内農業従事者（鎌倉

ブランド会員等）に支援するもの。

②肥料及び燃油の調達費用の上昇相当額

③市内農業従事者（鎌倉ブランド会員等）

完了 4,039,000

75事業者に支援を行

うことによって、農

業者の負担が軽減さ

れ、農業活動が安定

的に行われること

で、農産物の供給体

制が維持される。

農業者の負担が軽減され、農業

活動が安定的に行われること

で、農産物の供給体制が維持さ

れることから支援率を成果目標

として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている市内農業の安定

経営の支援に繋がったと考える。

農水課

7 水産業振興運営事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、価格が高騰

した漁船に用するガソリン及び軽油、加工時に使用する灯

油の費用に対して、市内漁業従事者（鎌倉・腰越漁業協同

組合登録者）に支援するもの。

②漁業活動に必要な燃料費の高騰分（ガソリン、軽油及び

灯油について、調達費用の上昇相当額

③市内漁業従事者（鎌倉・腰越漁業協同組合登録者）

完了 7,344,550

89事業者に支援を行

うことによって、漁

業者の負担が軽減さ

れ、漁業活動が安定

的に行われること

で、水産物の供給体

制が維持される。

漁業者の負担が軽減され、漁業

活動が安定的に行われること

で、水産物の供給体制が維持さ

れることから支援率を成果目標

として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている市内漁業の安定

経営の支援に繋がったと考える。

農水課

8

公衆浴場燃料費・電気代補

助

公衆浴場設備整備費補助

①コロナ禍において、原油価格・物価の高騰に直面する公

衆浴場生活衛生同業組合加盟業者に対し、燃料費及び電気

代の高騰分を補助し、事業の継続を支援する。

②燃料費及び電気代

③市内事業者（公衆浴場業生活衛生同業組合加盟事業者）

完了 1,052,792
該当要件を備えた者

の利用率100％

新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響に加え、原油価格

の高騰の状況下でも、公衆衛生

の観点から施設を維持させるこ

とが目的であり、市内の該当施

設の維持を成果目標として設定

した。

〇：達成

市内の該当施設については、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大の影響に加

え、原油価格の高騰の状況下でも、施

設の運営を維持し、廃業や休業といっ

た状況となる施設はなかったため、事

業者の負担軽減の一助となったと考え

る。

商工課
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9
民間保育所等給食費・光熱

費補助

①コロナ禍等による物価高騰の影響を受け、給食費の値上

げを予定している民間保育所等に対し、値上げ分を補助す

ることにより保護者負担の軽減を図る。（給食費の値上げ

をしたものの、値上げ分を保護者へ還付した民間保育所等

も対象とする。）また、民間保育所等における燃料費（電

気・ガス）の負担増が見込まれることから、この負担増に

対する補助を行うことで、安定した保育の提供の継続を図

る。

②民間保育所等の給食費値上げ分及び民間保育所等の電気

料金・ガス料金の負担増分

③民間保育所等（43施設）に入所している児童及びその保

護者

完了 35,899,000

43施設に補助を行う

ことによって、民間

保育所等が給食費の

値上げを実施しな

い。

光熱費の高騰が民間

保育所等の運営に影

響を及ぼすことを防

ぐ。

新型コロナウイルス感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高

騰により、経済的な影響を受け

ている市内民間保育所等の安定

運営及び給食費への転嫁を抑え

たことで、通園する保育園児を

持つ子育て世帯の家計支援に繋

げることから負担増の状況を成

果目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている児童を持つ子育

て世帯の家計支援や民間保育所の経営

の安定化に繋がったと考える。

保育課

10 公立保育所給食費補助

①コロナ禍における食材費等の価格高騰により公立保育所

における賄材料費が不足することで、給食の量及び質の維

持が困難となり、給食費等の値上げ対応が必要となる可能

性がある。そこで、食材費の値上げ相当分に地方創生臨時

交付金を充当することで、保護者負担の増加の抑制を図る

もの。

②公立保育所における賄材料費

③公立保育所に入所している児童及びその保護者（職員を

除く）

完了 7,060,536

５園の公立保育所の

賄材料費の値上げ分

に対応することで、

公立保育所の給食の

量及び質を維持する

とともに、給食費の

値上げを実施しな

い。

新型コロナウイルス感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高

騰により、経済的な影響を受け

ている市内民間保育所等の安定

運営及び給食費への転嫁を抑え

たことで、通園する保育園児を

持つ子育て世帯の家計支援に繋

げることから負担増の状況を成

果目標として設定した。

〇：達成

公立保育園の給食提供に係る費用が増

大することが予想され、交付金を活用し

たことで賄材料費の不足が生じること

はなく、保護者の負担増を求めなくと

も給食の量・質の維持することができ

た。

保育課

11
老人福祉センター指定管理

者光熱費及び燃料費補助

①老人福祉センターの安定した管理運営のため、コロナ禍

における指定管理者のエネルギー価格高騰に伴う負担軽減

を図る。

②電気料金、ガス料金及び送迎車両に係るガソリン代の価

格高騰相当分

③老人福祉センター指定管理者

完了 1,790,000
価格高騰分の100％補

助

新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響に加え、原油価格

の高騰の状況下でも、老人福祉

の観点から施設を維持させるこ

とが目的であり、市内の該当施

設の維持を成果目標として設定

した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

影響に加え、原油価格・物価高騰によ

り、経済的な影響を受けている老人福

祉センター指定管理者による施設の安

定運営に繋がったと考える。

高齢者いきいき課

12
医療機関等光熱水費等支援

金

①医療機関等に対して、コロナ禍における物価高騰に対す

る支援のため支援金交付することにより、医療機関の負担

軽減及び医療体制悪化の未然防止をすることで、市民生活

の安定に資することを目的としている。

②(１)R5.10〜R6.1の四箇月の医療機関の光熱費および食

材費の価格上昇相当額

(２)R6.2〜R6.3の二箇月の医療機関の光熱費および食材費

の価格上昇相当額の内、R6.3．31の支給対応を見込むも

の。

③市内医療・保険関係団体"

完了 52,305,433

対象事業者に支援を

行うことによって、

医療機関の負担が軽

減され、市内医療活

動が安定的に行われ

ること状況が維持さ

れる。

新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響に加え、原油価格

の高騰の状況下でも、市内医療

施設等の維持及び物価高騰の影

響を利用料金に転嫁させないこ

とが目的であることから、市内

の対象事業者への支援率を成果

目標として設定した。

〇：達成

新型コロナウイルス感染拡大の影響に加

え、原油価格・物価高騰により、経済

的な影響を受けている市内医療機関等

への支援を行ったことで、市内医療活

動の安定に繋がったと考える。

市民健康課


